
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公務員削減は公務・公共 

サービスの低下を招く 

民主党政権は、徹底的な公務リストラを実施すべきとして、国家公務員人件費の 2 割削減や地方出先機

関の原則廃止などを主張し、それに呼応するようにマスコミは「財政赤字の元凶は公務員の人件費」とい

った報道までしていますが本当でしょうか？ 

下図でわかるように、人口千人あたりの公務員数は先進諸国で一番少なく、国の借金と公務員の数とは

まったく無関係です。さらに、公務員の賃金はこの 10 年間、切り下げられてきています。これ以上の公

務リストラは公務・公共サービスのいっそうの低下を招き、貧困の深刻化や格差の拡大などで悪化した地

域経済や住民生活がさらに壊されていくのではないでしょうか？ 

財政赤字と公務員の数とは無関係！ 

公的部門の職員数は先進諸国でも最低水準 

出典：総務省資料、 注：各国名右の（）はデータ年度 

国家公務員や地方公務員だけでなく独立行政法

人や国立大学法人などの政府企業職員、非常勤職員

を含む日本の公的部門の職員数は、人口 1,000 人

当たり 32 人とフランスやアメリカ、イギリスなど

の半分以下です。 

国の借金は、1984 年度の 140 兆円から 2009

年度の 652 兆円まで右肩上がりですが、国家公務

員の数は、84 年の 89.1 万人から 09 年度 30.9 万

人へと右肩下がりで減少しています。 

（国の借金と国家公務員の数） 

出典：「国の借金」は財務省、国家公務員の数は総務省のデータ 

（人口千人当たりの公的部門職員数の国際比較） 




